〔翻訳〕 改正ドイツ住居所有権法（試訳) by 藤巻 梓
資 料
〔翻 訳〕
改正ドイツ住居所有権法（試訳)
2007年３月26日付の改正法［連邦官報第Ⅰ部370
頁］により最終変更された、1951年３月15日付
［連邦官報第Ⅰ部175、209頁］の「住居所有権及
び継続的居住権に関する法律」［抄］
藤 巻 梓
本資料は、2007年７月１日より施行された、ドイツ住居所有権法を翻訳したも
のであり、変更された箇所には下線を付した。なお、改正前の法律については、
すでに法務省民事局による翻訳（民事月報第34巻第10号133頁）が公表されており、
これとの統一性を維持するために、変更のない箇所は基本的に法務省民事局によ
る翻訳に従って
(１)
いる。
第１編 住居所有権
第１条 ［定義］
１．この法律の定めるところにより、住居については住居所有権を、建物の居
住に供しない部屋については部分所有権を設定することができる。
２．住居所有権とは、住居の特別所
(２)
有権であって、その属する共同財産の共有
持分と結合したものをいう。
３．部分所有権とは、建物の居住の用に供しない部屋の特別所有権であって、
その属する共同財産の共有持分と結合したものをいう。
４．住居所有権及び部分所有権は、特別所有権を数個の土地の共有持分と結合
する方法によっては、設定することができない。
５．この法律において、共同財産とは、土地並びに特別所有権又は第三者の所
有権の目的ではない建物部分、施設及び設備をいう。
６．住居所有権に関する規定は、部分所有権について準用する。
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第１章 住居所有権の設定
第２条 ［設定の方法］
住居所有権は、特別所有権の契約による付与（第３条）又は分割（第８条）
により設定される。
第３条 ［特別所有権の契約による付与］
１．土地の共有（民法第1008条）は、民法第93条の規定にかかわらず、共有者
間の契約により、当該土地の上に既に建築され、又は将来建築されるべき
建物の特定の住居又は居住のように供さない特定の部屋の特別所有権を各
共有者に付与する方法によって制限することができる。
２．特別所有権は、住居又はその他の部屋が完全な独立性を有する場合に限
り、付与することができる。駐車場は、その範囲が永続的な標識により明
確にされているときは、独立性を有する部屋とみなす。
第４条 ［方式に関する規定］
１．特別所有権の付与及びその廃止には、権利変動の発生に関する当事者の合
意及び登記簿への登記を要する。
２．前項の合意は、不動産所有権移転につき定められた方式をもってすること
を要する。特別所有権の付与又は廃止は、条件付又は期限付ですることが
できない。
３．民法第313b条第１項の規定は、当事者の一方に特別所宥権を付与し、取
得し、又は廃止すべき議務を負わせる契約について準用する。
第５条 ［特別所有権の目的物及び内容］
１．特別所有権の目的物は、第３条第１項の規定に従って定められた部屋及び
当該部屋に属する建物の構成部分であって、その変更、除去及び接合が共
同財産又は他の住居所有権者の特別所有権に基づく権利を第14条の規定に
より許容される限度を超えて侵害し、又は建物の外形を変更することなし
に、可能であるものとする。
２．建物の存立又は安全に必要な建物の部分並びに住居所有権者の共同の使用
に供される建物の施設及び設備は、特別所有権の目的物である部屋の内部
に存在するものであっても、特別所有権の目的物とならない。
３．住居所有権者は、規約により、特別所有権の目的物となることができる建
物の構成部分を共同財産に属させることができる。
早法83巻４号（2008）200
４．住居所有権者相互の関係に関する規約は、第２章及び第３章の規定に従
い、特別所有権の内容とすることができる。住居所有権に、第三者のため
の抵当権、土地債務又は定期土地債務若しくは物的負担が設定されている
ときは、他の法律の規定に基づいて要求される、規約に対する当該第三者
の同意は、特別利用権が設定され、又は住居所有権に付随する特別利用権
が廃止、変更又は移転される限りにおいて、必要である。規約による特別
利用権の設定について、これにより同時に、第三者のための負担が設定さ
れている住居所有権に付随する特別利用権が設定されるときは、当該第三
者の同意は不要である。
第６条 ［特別所有権の非独立性］
１．特別所宥権は、その属する共有持分と分離して譲渡し、又はその上に負担
を設定することができない。
２．共有持分を目的とする権利は、共有持分に属する特別所有権に及ぶ。
第７条 ［登記簿に関する規定］
１．第３条第１項の場合には、職権で、共有持分ごとに特別登記用紙（住居登
記簿、部分所有権登記簿）を備える。この登記用紙には、当該共有持分に属
する特別所有権を登記し、かつ、共有の制限として、他の共有持分に属す
る特別所有権の付与を登記する。土地の登記用紙は、職権で閉鎖する。
２．混乱を生ずるおそれがないときは、特別登記用紙を備えることを省略する
ことができる。この場合には、土地の登記用紙に共同住居登記簿（共同部
分所有権登記簿）と表示しなければならない。
３．特別所有権の目的物及び内容をより詳細に表示するために、登記承諾書を
引用することができる。
４．登記承諾書には、次の各号に掲げる書面を添付しなければならない。
一．建築監督官庁が署名し、かつ、印章又はスタンプを押印した建設計
画書であって、建物の区分並びに特別所有権又は共同財産に属する建
物の部分の位置及び大きさを明らかにするもの（建物区分計画書）。同
一の住居所有権に属するすべての個室には、それぞれ同一の番号を付
さなければならない。
二．第３条第２項の要件が存在する旨の建築監督官庁の証明書
登記承諾書において個々の特別所有権について番号を付するときは、その
番号は、建物区分計画書の番号と一致させなければならない。州政府は、
法令により、公的に認定され又は選任された鑑定人が、建築監督官庁に代
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わり、建物区分計画書（第１文第１号）及び確閉性の証明（第１文第２号）
を作成し又は証明すること並びにその場合について、定めることができ
る。鑑定人がこの職務を遂行したときは、1974年３月19日付の住居所有権
法（連邦官報1974年３月23日第58号）第７条第４項第２号及び第32条第２項
第２号の規定に基づく、証明書の提出に関する一般行政規則を準用する。
この場合において、書面が土地登記法第29条の方式を備えることを要しな
い。州政府は、法令により、州の建築行政機関にその権限を委任すること
ができる。
５．住居登記簿に関する規定は、部分所有権登記簿について準用する。
第８条 ［所有者による分割］
１．土地の所有者は、登記所に対する意思表示により、土地の所有権を複数の
共有持分に分割し、各共有持分に、当該土地の上に既に建築され、又は将
来建築されるべき建物の特定の住居又は居住の用に供しない特定の部屋の
特別所有権を結合させることができる。
２．第３条第２項、第５条、第６条並びに前条第１項及び第３項から第５項ま
での規定は、前項の場合について準用する。分割は、住居登記簿を備えた
ときにその効力を生ずる。
第９条 ［住居登記簿の閉鎖］
１．住居登記簿の閉鎖については、次の各号に定めるところによる。
一．特別所有権が第４条の規定に従い廃止されたときは、職権で、住居
登記簿を閉鎖する。
二．建物の完全な減失によりすべての特別所有権の目的物が存在しなく
なり、かつ、建築監督官庁の証明書によりこれが証明されるときは、
住居所有権者全員の申請により、住居登記簿を閉鎖する。
三．すべての住居所有権が一人に帰属するときは、当該所有者の申請に
より、住居登記簿を閉鎖する。
２．前項の規定は、住居所有権が独立に第三者の権利の目的である場合におい
て、一般の規定によれば、特別所有権の廃止につき当該第三者の承諾を要
するときは、当該規定の適用を妨げない。
３．住居登記簿を閉鎖したときは、一般の規定に従い土地につき登記用紙を備
える。特別所有権は、それが未だ廃止されていないときは、当該登記用紙
を備えたときに消滅する。
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第２章 住居所有権者の共同関係
（Gemeinschaft der Wohnungseigentu?mer）
第10条 ［一般原則］
１．本法の規定に基づく権利及び義務、特に特別所有権及び共同財産の保有者
は、住居所有権者である。但し、この法律に別段の定めがあるときは、こ
の限りでない。
２．住居所有権者相互の関係については、この法律の規定により、この法律に
特別の規定がないときは、共同関係に関する民法の規定による。住居所有
権者は、この法律の規定と異なる規約を設定することができる。但し、こ
の法律に別段の定めがあるときは、この限りでない。各住居所有権者は、
個々の事案におけるあらゆる事情、特に他の住居所有権者の権利及び利益
を考慮して、現行の規制（Regelung）の維持が重大な事由から不当である
と思われるときには、法律の規定と異なる規約又は規約の適正化を請求す
ることができる。
３．住居所有権者がこの法律の規定を補完し、又は変更して相互の関係を規律
するために設定した規約及びその変更又は廃止は、それが特別所有権の内
容として登記簿に登記されているときに限り、住居所有権者の特定承継人
に対してもその効力を生ずる。
４．第23条の規定に基づく住居所有権者の決議及び第43条の規定に基づく訴訟
における裁判所の裁判は、登記簿への登記なくして、住居所有権者の特定
承継人に対してもその効力を生ずる。第23条１項の規定に従い規約に基づ
いてなされた、この法律の規定と異なる内容の決議又は規約を変更する決
議も同様とする。
５．この法律又は住居所有権者の規約により多数決によって決議をすることが
できるものとされている事項に関する法律行為が、多数決による決議に基
づきなされたときは、当該法律行為は、当該決議に反対し、又はこれに参
加しなかった住居所有権者のために及びその者に対して、その効力を生ず
る。
６．住居所有権者の共同体（Die Gemeinschaft der Wohnungseigentu?mer）は、
共同財産の管理の全ての範囲において、第三者及び住居所有権者に対し
て、独自に権利を取得し又義務を負うことができる。住居所有権者の共同
体は、共同体として法律に基づいて創設され、又は法律行為に基づいて取
得された権利及び義務の保有者である。住居所有権者の共同体は、住居所
有権者の共同体に関する権利を行使し義務を履行するほか、住居所有権者
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のその他の権利及び義務をも、それが共同して行使され又履行されるべき
限りにおいて、行使し履行する。共同体は、共有敷地の特定の表示を付し
た、「住居所有権者共同体」の名称を用いなければならない。共同体は裁
判において訴えることができ、また訴えられることもできる。
７．管理財産は、住居所有権者の共同体に帰属する。管理財産は、共同財産の
管理の全範囲において、法律の規定に基づいて取得し、及び法律行為によ
り取得した物及び権利、並びに発生した債務から成る。管理財産には、特
に、第三者及び住居所有権者との間の権利関係に基づく請求権及び権限、
並びに徴収した金銭が含まれる。住居所有権全部が一人に帰属したとき
は、管理財産は、土地の所有者に移転する。
８．各住居所有権者は、自己が共同体に帰属している間に成立し、又は当該期
間内に履行期（Fa?lligkeit）が到来した住居所有権者の共同体の債務につ
いて、その有する共有持分の割合（第16条第１項第２文）に応じ、債権者
に対して責任を負う。住居所有権の譲渡後の責任については、商法典第
160条の規定を類推して適用する。住居所有権者は、債権者に対し、自己
に個人的に成立した抗弁権のほか、共同体の有する抗弁権を主張すること
ができるが、自己が共同体に対して有する抗弁権を主張することはできな
い。取消可能の抗弁及び相殺可能の抗弁については、民法第770条の規定
を類推して適用する。秩序あるものではない管理を理由とする、共同体に
対する住居所有権者の責任は、第１文に規定するところにより決定する。
第11条 ［共同関係の非解消性］
１．住居所有権者は、共同関係の廃止を請求することができない。重大な理由
に基づく廃止も同様とする。これと異なる規約は、建物の全部又は一部が
滅失し、かつ、再建の義務が存しない場合に限り、効力を有する。
２．共同関係の廃止を請求する差押債権者の権利（民法第751条）及び破産管財
人の権利（倒産法第84条２項）は、行使することができない。
３．共同体の管理財産に対する倒産手続は、これを行わない。
第12条 ［譲渡制限］
１．住居所有権者は、規約により、特別所有権の内容として、住居所有権を譲
渡するには他の住居所有権者又は第三者の同意を要する旨を定めることが
できる。
２．前項の同意は、重大な理由がなければ、拒むことができない。前項の規約
において、特定の場合に住居所有権者が同意の付与を求める請求権を有す
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るものとすることができる。
３．第１項の規約が存するときは、住居所有権の譲渡及び住居所有権者にその
譲渡の義を負わせる契約は、同項の同意がない限り、無効である。強制執
行の方法による譲渡又は倒産管財人による譲渡も、法律行為による譲渡と
同様とする。
４．住居所有権者は、第１項の規定に基づく譲渡制限の廃止につき、多数決に
より決議をすることができる。この権限は、住居所有権者の規約により制
限又は排除することができない。第１文の規定による決議がなされたとき
は、土地登記簿における譲渡制限を抹消することができる。第１文の決議
が証明されたときは、土地登記法第19条の規定に基づく同意は不要であ
る。この証明については、第26条３項の規定を準用する。
第13条 ［住居所有権者の権利］
１．各住居所有権者は、法律に反し、又は第三者の権利を害しない限り、特別
所有権に属する建物部分を自由に支配し、特にこれに居住し、これを使用
賃貸借若しくは用益賃貸借の目的に供し、又はその他の方法でこれを使用
し、かつ、他人の干渉を排除することができる。
２．各住居所有権者は、次条及び第15条の規定に従い共同財産を共同で使用す
る権利を有する。共同財産から生ずるその他の利益は、第16条の規定に従
い各住居所有権者に分配する。
第14条 ［住居所有権者の義務］
各住居所有権者は、次の各号に定める義務を負う。
一．秩序ある共同生活を行う上で避けることができない程度を超えて他
の住居所有権者に損害を与えないような方法で、特別所有権の目的物
である建物部分を継持し、かつ、当該建物部分及び共同財産を他用す
ること。
二．自己の世帯若しくは営業に属する者又は自己が特別所有権若しくは
共有の目的物である土地若しくは建物の部分の使用を委ねた者が前号
に定める義務を遵守するように配慮すること。
三．前２号の規定に従った使用により特別所有権の目的物である建物部
分及び共同財産について生ずる侵害を受忍すること。
四．共同財産の維持又は修繕に必要である限り、特別所有権の目的物で
ある建物部分への立入り及び使用を許容すること。但し、これによっ
て生じた損害は、補償することを要する。
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第15条 ［使用に関する規制］
１．住居所有権者は、規約により、特別所有権及び共同財産の使用を規制する
ことができる。
２．前項の規約に反対の定めがない限り、住居所有権者は、多数決により、特
別所有権の目的物である建物部分及び共同財産の性質に適合した秩序ある
使用について決議をすることができる。
３．各住居所有権者は、特別所有権の目的物である建物部分及び共同財産につ
いて、法律、規約及び決議に適合し、又はこれらによる規制が存しないと
きは、公平な判断に照らし住居所有権者全体の利益に適合する使用を請求
することができる。
第16条 ［利益、負担及び費用］
１．各住居所有権者は、その持分に応じて、共同財産から生ずる利益を収取す
る。その持分は、不動産登記法第47条の規定により登記簿に登記された共
有持分の割合によって定められる。
２．各住居所有権者は、その持分（前項第２文）に応じて、他の住居所有権者
に対し、共同財産の負担に任じ、並びに共同財産の維持、修繕その他の管
理及び共同使用の費用を負担する義務を負う。
３．住居所有権者は、前項の規定を変更して、民法典第556条第１項の意味に
おける共同財産又は特別所有権の目的物の維持費（Betriebskosten）で、
第三者について直接に計算されないもの、並びに管理費用を、消費量又は
原因（Verursachung）に従って把握し（erfassen）、当該基準若しくは他の
基準に従って分配することについて、多数決により決議をすることができ
る。但し、それが秩序ある管理に適合しないときは、この限りでない。
４．住居所有権者は、個別の事案において、第21条５項２号の意味における維
持又は修繕若しくは第22条第１項及び第２項の意味における建築上の変更
について、第二項の規定を変更して、それが住居所有権者による使用又は
使用可能性を考慮したものであるときには、費用の分配を決議により定め
ることができる。第１文に規定する、費用分配の規制のための決議には、
第25条２項の議決権を有する住居所有権者の四分の三を超える多数及び全
持分権の過半数を要する。
５．前二項に定める権限は、住居所有権者の規約により制限をすることができ
ない。
６．第22条第１項に規定する措置に同意しなかった住居所有権者は、当該措置
に基づいて生ずる利益の分配を請求する権利を有さず、当該措置によって
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生ずる費用を負担する義務を負わない。第１文の規定は、第４項の規定に
基づく費用分配には適用しない。
７．第18条の規定に基づく訴訟の費用及び第14条第４号の規定による損害の補
償は、特に第２項の管理の費用に属するものとする。
８．第43条の規定に基づく法律紛争の費用は、報酬に関する合意（第27条第２
項第４号、第３項第６号）に従い、法定の弁護士報酬と比較して超過出費が
問題となる場合にのみ、第２項の管理の費用に属するものとする。
第17条 ［共同関係の廃止の場合の持分］
共同関係の廃止の場合における共有者の持分は、その時の住居所有権の価
格の割合に応じて定められる。住居所有権者が費用を負担しなかった措置
により、共有持分の価格に変更を生じたときは、当該変更は、持分の価格
の算定について考慮しない。
第18条 ［住居所有権の剥奪］
１．住居所有権者が他の住居所有権者に対して負う義務につき重大な違反を
し、そのために当該住居所有権者との共同関係の継続を以後他の住居所有
権者に対して期待することができないときは、他の住居所有権者は、当該
住居所有権者に対し、その住居所有権の譲渡を請求することができる。住
居所有権を剥奪する権限は、住居所有権者の共同体がこれを行使する。但
し、二名の住居所有権者から構成される共同体については、この限りでな
い。
２．次の各号に掲げる場合は、特に前項の場合に該当するものとする。
一．住居所有権者が警告を無視し、反復して第14条の義務に者しく違反
したとき。
二．住居所有権者が負担及び費用の分担義務（第16条第２項）の履行を
三月を超えて遅滞し、その額が住居所有権の財産価格の百分の三を超
えるとき。
３．第１項の規定による請求については、住居所有権者は、多数決により決議
をする。この決議は、議決催を有する住居所有権者の過半数で決する。第
25条第３項及び第４項の規定は、この場合については適用しない。
４．第１項の規定による請求権は、住居所有権者の規約により制限し、又は排
除することができない。
第19条 ［判決の効力］
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１．住居所有権者に対し住居所有権の譲渡を命ずる判決により、各共有者は競
売について、強制競売及び強制管理に関する法律の第１編の規定に従って
権限を取得する。この権利を行使する権限は、住居所有権者の共同体に帰
属する。但し、二名の住居所有権者から構成される共同体については、こ
の限りでない。
２．前条第２項第２号の場合において、住居所有権者は、競落の許可があるま
では、判決の原因となった不履行に係る義務のほか、訴訟及び競落手続き
によって生じた費用の賠償義務並びに履行期の到来したその他の負担及び
費用の分担義務を併せて履行することにより、前項に規定する判決の効力
を免れることができる。
３．住居所有権者に対し住居所有権を譲渡する義務を負わせる裁判上の和解、
又は調停所において成立した和解は、第１項の判決と同一の効力を有す
る。
第３章 管理
第20条 ［管理の組織］
１．住居所有権者は次条から第25条までの規定に従い、管理者は第26条から第
28条までの規定に従い、共同財産を管理する義務を負う。管理顧問会が設
置された場合には、管理顧問会は、第29条の規定に従い共同財産を管理す
る義務を負う。
２．管理者の任命は、排除することができない。
第21条 ［住居所有権者による管理］
１．この法律又は住居所有権者の規約に別段の定めがない限り、共同財産の管
理は、住居所有権者が共同して行う。
２．各住居所有権者は、共同財産について生ずべき直接かつ急迫の損害を避け
るために、他の住居所有権者の同意なく必要な措置を講ずる権限を有す
る。
３．共同財産の管理を規定する住居所有権者の規約が存しない限り、住居所有
権者は、多数決により、共同財産の性質に適合した秩序ある管理について
決議をすることができる。
４．各住居所有権者は、規約及び決議に適合し、もしこれらが存しないとき
は、公平な判断に照らし住居所有権者全体の利益に適合する管理を請求す
ることができる。
５．次の各号に掲げるものは、特に秩序ある、住居所有権者全体の利益に適合
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した管理に該当するものとする。
一．建物使用細則の制定
二．共同財産の秩序ある維持及び修繕
三．共同財産の現価に応じた火災保険契約の締結並びに住居所有権者が
建物及び土地の占有者として負うべき損害賠償責任についての適当な
責任保険契約の締結
四．適当な維持準備金の積立て
五．予算の作成（第28条）
六．住居所有権者のための加入電話設備、ラジオ受信装置又はエネルギ
ー供給設備を設置するのに必要なすべての措置の受忍
６．住居所有権者は、自己のために前項第六号に掲げる措置がされたときは、
これによって生じた損害を補償する義務を負う。
７．住居所有権者は、支払いの方法、履行期及び遅滞の効果並びに共同財産の
特別な利用又は管理のための特別な出費に関する規制について、多数決に
より決議をすることができる。
８．住居所有権者が法律上必要な措置を行わないときは、当該措置が法律、住
居所有権者の規約又は決議に基づいて生じない限りにおいて、住居所有権
者に代わり裁判所が、第43条の規定に基づく訴訟において、公平な裁量に
基づいて裁判をすることができる。
第22条 ［特別の出費、再建］
１．共同財産の秩序ある維持又は修繕の範囲を超える建築上の変更及び出費に
ついては、第14条第１項の定める程度を超えてその権利を侵害される住居
所有権者の全員の同意があるときには、これを決議し又は請求することが
できる。この同意は、住居所有権者の権利が第１文に定める仕方で侵害さ
れることのないときには不要である。
２．民法第559条第１項の規定に相当する近代化又は共同財産の技術水準への
適合化に資する、前項第１文の規定に基づく措置は、それが住居施設の特
性（Eingenart）を変更せず、又住居所有権者の権利を他の住居所有権者
と比較して不当に侵害することのないときは、前項の規定を変更して、議
決権を有する全住居所有権者の四分の三を超える多数かつ第25条第２項の
意味における共有持分の過半数により決議をすることができる。第１文の
権限は、住居所有権者の規約により制限又は排除することができない。
３．前条第５項第２号の意味における近代化のための修繕措置については、前
条第３項及び第４項が引き続き適用される。
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４．建物がその価格の二分の一を超えて減失し、かつ、その損害が保険その他
の方法により塡補されないときは、その再建については、前条第３項の規
定に従い決議をし、又は同条第４項の規定に従い請求をすることができな
い。
第23条 ［住居所有権者の集会］
１．この法律又は住居所有権者の規約において住居所有権者が決議により決す
ることができるものとされている事項は、住居所有権者の集会の議決によ
り処理する。
２．決議を有効に行うためには、招集の際に集会の目的を明示することを要す
る。
３．決議は、集会によらなくても、すべての住居所有権者が書面により当該決
議に同意することを明らかにするときは、有効である。
４．強行規定に違反する決議は無効である。その他の場合には、決議は、確定
力を備えた判決により無効と宣言されない限り、有効である。
第24条 ［招集、議長、議事録］
１．住居所有権者集会は、管理者が少なくとも年一回招集する。
２．管理者は、住居所有権者の規約により定められている場合その他総数の四
分の一を超える区分所有者が目的及び理由を記載した文書により請求する
場合には、住居所有権者集会を招集しなげればならない。
３．管理者が欠けている場合又は管理者が住居所有権者集会を招集する義務を
履行しない場合において、管理顧問会が設置されているときは、管理顧問
会の議長又はその代理人が住居所有権者集会を招集することができる。
４．招集は、文書によって行う。特に緊急を要する場合を除き、招集期間は、
二週間以上でなければならない。
５．別段の決議がない限り、管理者が住居所有権者集会の議長となる。
６．集会においてされた決議については、議事録を作成しなければならない。
議事録には、議長及び住居所有権者の一人並びに管理顧問会が設置されて
いるときは、管理顧問会の議長又はその代理人が署名することを要する。
各住居所有権者は、議事録を閲覧する権利を有する。
７．決議集を備えるものとする。決議集は、当該決議又は裁判所の裁判が2007
年７月１日以降に行われた限りにおいて、次の各号に掲げる記述のみを内
容とする。
一 住居所有権者の集会において周知された決議に、集会の日付及び場
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所の記載を付したもの。
二 書面による決議に、周知（Verku?ndigung）の場所と日付の記載を付
したもの。並びに、
三 第43条の規定に基づく訴訟における、判決の方式による裁判所の裁
判に、訴訟の日付、裁判所及び当事者の記載を付したもの。
決議及び裁判所の裁判は、連続して登録し、通し番号を付さなければなら
ない。決議及び裁判所の裁判が取り消され又は破棄されたときは、その旨
を付記しなければならない。破棄の場合には、付記に代えて登録を抹消す
ることができる。登録は、それがその他の事由から住居所有権者にとって
もはや意義を有さない場合にも、抹消することができる。登録、付記及び
抹消は、第３項から第６項までの規定に従いこれを遅滞なく処理し、日付
に従って管理しなければならない。住居所有権者又は住居所有権者の授権
を受けた第三者は、請求により決議集を閲覧することができる。
８．決議集は、管理者が整備する。管理者が欠けているときは、住居所有権者
集会の議長が、決議集を整備する義務を負う。但し、住居所有権者が多数
決により、当該職務を他の者に課すことを決議した場合は、この限りでな
い。
第25条 ［多数決による決議］
１．住居所有権者が多数決により決議をする事項の議決については、次項から
第５項までに定めるところによる。
２．各住居所有権者は、一個の議決権を有する。一個の住居所有権が数人の共
有に属するときは、共有者は、議決権を統一して行使しなければならな
い。
３．集会は、出席した議決権を有する住居所有権者が登記簿に登記された持分
の割合に従って算出した共有持分の過半数を代表するときに限り、決議を
することができる。
４．集会が前項の規定に従い決議をすることができないときは、管理者は、同
一の目的をもって新たな集会を招集する。この集会は、代表すべき持分の
割合にかかわらず、決議をすることができる。招集の際には、このことを
表示しなければならない。
５．住居所有権者は、議決が共同財産の管理についての自己との法律行為若し
くは自己に対する他の住居所有権者の訴えの提起若しくは終結に関すると
き、又は第18条の規定に従い確定判決を受けたときは、議決権を行使する
ことができない。
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第26条 ［管理者の任命及び解任］
１．住居所有権者は、管理者の任命及び解任につき多数決により決議をする。
管理者の任期は、五年を超えることができず、住居所有権の設定後初めて
管理者を選任するときは、任期は、最長三年に制限される。管理者の解任
は、重大な事由がなければすることができない。管理者が決議集を秩序あ
る方法で管理しないときは、通常、重大な事由が認められる。
２．管理者の再任も許される。再任には、任期の満了前一年以内に住居所有権
者の新たな決議を要する。
３．管理者がその資格を公の証明文書により証明する必要があるときは、その
証明は、その任命決議に係る議事録で、第24条第６項に掲げる者の署名に
つき公の証明のあるものの提示をもって足りる。
第27条 ［管理者の職務及び権限］
１．管理者は、住居所有権者及び住居所有権者の共同体に対して、次の各号に
掲げる権限を有し、義務を負う。
一 住居所有権者の決議を執行し、かつ建物使用規則の遵守につき配慮
すること。
二 共同財産の秩序ある維持及び修繕に必要な措置をとること。
三 緊急の場合に、共同財産の保存に必要なその他の措置をとること。
四 住居所有権者の共同の事項に関する限り、負担及び費用の分担額、
償却金並びに抵当利子を請求し、受領し、並びに支払うこと。
五 共同財産の経常の管理に関するすべての支払及び給付をなし、又こ
れらを受領すること。
六 受領した金銭を管理すること。
七 第43条の規定に基づく訴訟の係属について、住居所有権者に遅滞な
く通知すること。
八 第21条第５項第６号に掲げる措置に必要な意思表示を行うこと。
２．管理者は、住居所有権者全員の名において、次の各号に掲げる行為をする
権限を有し、かつ、当該行為の効力は、これらの者のために又はこれらの
者に対して及ぶ。
一 住居所有権者としての資格で、その全員に対してなされる意思表示
及び通知を受領すること。
二 期間を遵守し、又はその他の法律上の損害を避けるために必要な措
置をとること。特に、判決手続及び執行手続において、第43条第１
号、第４号又は第５号の規定に基づいて、住居所有権者に対する訴訟
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を提起すること。
三 住居所有権者の規約又は多数決の決議により授権されたときは、請
求権を裁判上及び裁判外において行使すること。
四 第43条第１号、第４号又は第５号の規定に基づく訴訟のために、法
定の訴額を超える、裁判所費用法第49a条第１項第１文の規定に基づ
いて確定される訴額を最高限度として費用を査定する旨を、弁護士と
合意すること。
３．管理者は、住居所有権者の共同体の名において、次の各号に掲げる行為を
する権限を有し、かつ、当該行為の効力は、共同体のために又はこれに対
して及ぶ。
一 意思表示及び通知を受領すること。
二 期間を遵守し、又はその他の法律上の損害を避けるために必要な措
置をとること。特に判決手続及び執行手続において、第43条第１号、
第４号又は第５号の規定に基づいて、住居所有権者に対する訴訟を提
起すること。
三 第21条第５項第６号に掲げる措置をとるのに必要な意思表示をなす
こと。
四 第１項第３号から第５号までの規定及び第８号の規定に基づく措置
をとること。
五 第１項第６号の規定に基づく受領した金銭の管理の範囲内におい
て、口座を開設すること。
六 第43条第１号、第４号又は第５号の規定に基づく訴訟のための、前
項第４号の規定に基づく報酬について、弁護士と合意をすること。
七 住居所有権者の規約又は多数決の決議により授権されたときは、そ
の他の法律行為及び法的取引をすること。
管理者が欠けている場合又は管理者が代理権を授与されていない場合に
は、住居所有権者全員が共同体を代理する。住居所有権者は、多数決によ
り、１名又は複数の住居所有権者に対して代理のための授権をすることを
決議することができる。
４．前三項の規定による管理者の職務と権限は、住居所有権者の規約により制
限又は排除することができない。
５．管理者は、受領した金銭を自己の財産と分別して保管しなければならな
い。規約又は住居所有権者の多数決の決議により、この金銭の処分には、
住居所有権者の一人又は第三者の同意を要するものとすることができる。
６．管理者は、住居所有権者に対し、白己の権限の範囲を明らかにした委任状
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又は授権証書の交付を請求することができる。
第28条 ［予算、収支計算］
１．管理者は、一暦年ごとに予算を作成しなげればなない。予算には、次の各
号に掲げるものを計上する。
一．共同財産の管理に関する収入及び支出の予定
二．住居所有権者の持分に応じた負担及び費用の分担の義務
三．第21条第５項第４号の維持準備金についての住居所有権者の負担額
２．住居所有権者は、管理者の要求により、決定された予算に応じた前払金を
支払う義務を負う。
３．管理者は、暦年の経過後、決算を提出しなければならない。
４．住居所有権者は、いつでも、多数決による決議に基づき、管理者に対し収
支計算を請求することができる。
５．管理者の予算、決算及び収支計算については、住居所有権者が多数決によ
り決議をする。
第29条 ［管理顧問会］
１．住居所有権者は、多数決により、管理顧問会の設置につき決議をすること
ができる。管理顧問会は、議長である一人の住居所有権者及び陪席である
他の二人の住居所有権者をもって構成する。
２．管理顧問会は、管埋者の職務の執行を援助する。
３．予算、予算に関する決算、収支計算及び費用の見積りについては、住居所
有権者集会が決議をする前に、管理顧問会が検査し、その意見を付さなけ
ればならない。
４．管理顧問会は、必要に応じて、議長が招集する。
第４章 住居地上権
第30条 省略
第２編 継続的居住権
第31条から第42条まで 省略
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第３編 手続規定
第43条 ［管轄］
土地の所在地の裁判所は、次の各号に掲げる争訟について専属的な管轄権
を有する。
一 住居所有権者の共同関係及び共同財産の管理から生ずる住居所有権
者相互間の権利及び義務に関する争訟。
二 住居所有権者の共同体と住居所有権者との間の権利及び義務に関す
る争訟。
三 共同財産の管理についての管理者の権利及び義務に関する争訟。
四 共同財産、共同財産の管理又は特別所有権に関するものであって、
住居所有権者の共同体又は住居所有権者を相手方とする、第三者の訴
え。
五 住居所有権者共同体が申立人である場合の、督促手続。民事訴訟法
第689条第２項の規定は、この限りにおいて適用しない。
第44条 ［訴状における住居所有権者の記載］
１．相手方当事者たる者を除く住居所有権者全員により又は住居所有権者全員
に対して訴えが提起された場合には、訴状におけるその詳細の記載は、共
有土地の一定の表示で足りる。住居所有権者が被告であるときは、訴状に
おいて、これらの者のほか管理者及び次条第２項第１文の規定に基づいて
選任された補充送達代理人の記載をなさなければならない。住居所有権者
の氏名は、遅くとも口頭弁論の終結時までにこれを記載しなければならな
い。
２．住居所有権者の全員が当事者として訴訟に関与していないときは、前項の
規定に従い、原告はその他の住居所有権者の氏名を記載しなければならな
い。但し、裁判所が、第48条第１項第１文の規定に基づくこの者の呼出し
を行わないときは、この限りでない。
第45条 ［送達］
１．住居所有権者が被告であるか、又は第48条第１項第１文の規定に基づき訴
訟に参加するときは、管理者が住居所有権者の送達代理人となる。但し、
管理者が住居所有権者の相手方当事者として訴訟に関与するとき、又は訴
訟の目的物を原因として、管理者が住居所有権者に適切な情報提供を行わ
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ないおそれがあるときは、この限りでない。
２．管理者が送達代理人となることができないときは、住居所有権者は、多数
決の決議により、補助送達代理人及びその代理人を選任しなければならな
い。訴訟係属が未だ発生していないときも同様である。裁判所が補充送達
代理人に対して送達を命じた限りにおいて、補充送達代理人は、管理者が
住居所有権者の送達代理人として有する職務及び権限を取得する。このと
き、第１項の規定を準用する。
３．前項第１文の規定に反して住居所有権者が補充送達代理人を選任せず、又
はその他の事由から前二項の規定に基づく送達を行うことができないとき
は、裁判所は、送達代理人を選任することができる。
第46条 ［取消の訴え］
１．一人又は複数の住居所有権者による、他の住居所有権者に対する住居所有
権者の決議の無効の宣告を求める訴え並びに管理者による訴えは、住居所
有権者を相手方としなければならない。この訴えは、決議の日から一月内
に提起しなければならず、決議の日から二月内に理由を付さなければなら
ない。民事訴訟法第233条から238条までの規定を準用する。
２．原告が、それにより決議が無効となる事実を見過ごしたことが明らか（er-
kennbar）であるときは、裁判所は、これを教示しなければならない。
第47条 ［弁論の併合］
複数の訴訟において同一の決議の無効の宣告又は確定を求める訴えが提起
されているときは、これらの弁論及び裁判を同時になすことができる。こ
の併合の結果として、先行する独立の訴訟の原告は、共同訴訟人と看做
す。
第48条 ［呼出し（Beiladung）、判決の効力］
１．第43条第１号又は第３号の規定に基づく訴訟において、自己のみに帰属す
る請求権を行使した住居所有権者の訴えが、一人又は個々の住居所有権者
若しくは管理者のみに向けられているときは、その他の住居所有権者を当
該訴訟に呼び出すことを要する。但し、法律上の利益を有さないことが明
らかであるときは、この限りでない。第43条第３号又は第４号の規定に基
づく訴訟において、管理者が当事者ではないときは、管理者を呼び出すこ
とを要する。
２．呼出しは、裁判長の決定を添付した訴状の送達によりこれをなす。呼出し
早法83巻４号（2008）216
をうけた者は、当事者の一方又は他方を補助するために参加をすることが
できる。呼出しをうけた住居所有権者が、訴訟係属中にその住居所有権を
譲渡したときは、民事訴訟法第265条第２項の規定を準用する。
３．確定判決は、民事訴訟法第325条の規定に定められた効果を有するほか、
呼出しをうけたすべての住居所有権者及びその権利承継人、並びに呼出し
をうけた管理者のため及びこれに対してその効力を生じる。
４．判決により、決議の取消の訴えが理由のないものとして棄却されたとき
は、当該決議の無効をもはや主張することができない。
第49条 ［費用の裁判（Kostenentscheidung）］
１．第21条８項の規定に基づいて、公平な裁量に従った裁判がなされたとき
は、訴訟費用もまた公平な裁量に従って配分することができる。
２．裁判所の活動が管理者に起因しており、かつ管理者に重大な責任があると
きは、裁判費用は、管理者が当該訴訟の当事者ではない場合であっても、
これを管理者に負担させることができる。
第50条 ［費用償還］
訴訟の目的物に関連する理由から、委任を受けた複数の弁護士による代理
が必要ではなかったときは、委任を受けた一人の弁護士の費用のみが、相
当な権利の伸張又は防御に必要な費用として、当該住居所有権者へのその
償還を認められうる。
第４編 補則
第60条、第61条 省略
第62条 ［経過規定］
１．2007年７月１日の時点において裁判所に係属している住居所有権事件又は
競売事件における手続、若しくは公証人に委託された任意競売について
は、2007年３月26日の法律第１項及び第２項（連邦官報第Ⅰ部370頁）の規
定による変更を受けた、本法第３編の規定、及びその時まで適用されてい
た強制執行及び強制競売に関する法律の規定を引き続き適用する。
２．取消されるべき裁判が2012年７月１日より前になされたときは、不許可決
定に対する異議申立に関する規定（民事訴訟法第543条第１項第２号、第544
条）は、適用しない。
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（１) 本翻訳において、“Gemeinschaft der Wohnungseigentu?mer”という語に、「住居所有権
者（の）共同体」との訳を付した部分がある。ドイツ民法典において、“Gemeinschaft”は持
分による権利共同関係を指すものであり、Gemeinschaft der Wohnungseigentumerも、本来
は住居所有権者の［権利］共同関係を指す。しかし、近時では判例・学説において、団体とし
ての意味合いでもこの語を用いる傾向が見られ、さらに2007年改正法の立法理由では、
Gemeinschaft der Wohnungseigentu?merが一定の権利主体性を有することが明確に述べられ
ており、場合により、これを住居所有権者の共同体［若しくは共同団体］と翻訳することが適
当であると考えた。これらの概念については、Briesemeister, in Weitnauer Kommentar, 9
Aufl.,2005,Vor?1,Rdnz.32.およびNiedenfu?hr/Ku?mmel,WEG,8Aufl.,2007,?10.Rdnz.
1.を参照。
(２) なお、Sondereigentumとは、本来は住居に対する「個別の所有権」を意味するものであ
るが、わが国ではすでに特別所有権との訳が定着していることから、この用例に倣うことにし
た。
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